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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第67期
第２四半期
連結累計期間

第68期
第２四半期
連結累計期間

第67期

会計期間
自  平成23年３月21日
至  平成23年９月20日

自  平成24年３月21日
至  平成24年９月20日

自  平成23年３月21日
至  平成24年３月20日

完成工事高 (千円) 14,656,169 14,868,790 32,374,208

経常利益又は経常損失（△） (千円) △169,308 132,082 506,142

四半期（当期）純利益
又は四半期純損失（△）

(千円) △105,218 50,844 263,157

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △63,927 △267,062 545,584

純資産額 (千円) 14,510,891 14,699,323 15,119,750

総資産額 (千円) 20,999,397 22,682,344 23,294,897

１株当たり四半期（当期）純利益
金額又は１株当たり四半期純損失
金額（△）

(円) △4.14 2.00 10.36

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 69.1 64.8 64.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 3,184,729 1,461,711 1,956,696

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △70,466 279,725 △107,241

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,152,334 △152,350 △1,153,320

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 3,217,030 3,540,322 1,951,236

　

回次
第67期
第２四半期
連結会計期間

第68期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年６月21日
至  平成23年９月20日

自  平成24年６月21日
至  平成24年９月20日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 2.20 6.93

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．完成工事高には、消費税等は含まれていない。

　　 ３. 第67期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期

純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載していない。第68期第２四半期連結累計期間の潜在株式

調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　

　　 　　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　

４．第67期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理している。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はない。

また、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する

事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券

報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はない。

なお、重要事象等は存在していない。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響による停滞からの復旧・復

興を背景に緩やかな回復の動きが見られたものの、欧州債務危機や中国をはじめとする新興国の経済

成長の減速に加え、円高及びデフレの長期化や電力供給制約の懸念、さらには政局の混迷などから国内

経済の先行きは引き続き不透明な状況で推移した。  

建設業界においては、震災関連予算の執行により政府建設投資が増加し、民間設備投資も緩やかな回

復基調にある一方で、電力料金や人件費等のコストアップ要因や企業間競争の激化により厳しい経営

環境が続いた。 

このような経営環境のもと、当社及びグループ各社は総力をあげて当社グループの独自の技術・商

品を活用した積極的な営業活動、経営の効率化を推進してきた。この結果、当第２四半期連結累計期間

の業績は、受注工事高が前年同四半期比25.8％増の214億６千１百万円、完成工事高が前年同四半期比

1.5％増の148億６千８百万円、営業利益が４千７百万円（前年同四半期は営業損失２億１千９百万

円）、経常利益が１億３千２百万円（前年同四半期は経常損失１億６千９百万円）、四半期純利益が５

千万円（前年同四半期は四半期純損失１億５百万円）となった。

なお、当社グループの完成工事高は、通常の営業形態として、上半期に比べ下半期、特に第４四半期連

結会計期間に偏る傾向がある。

　
（2）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産残高は、前連結会計年度末比６億１千２百万円（2.6％）減の

226億８千２百万円となった。資産の部については、売上債権の回収により、現金預金が14億９千９百万

円増加したが、受取手形・完成工事未収入金が25億３千３百万円減少した。

負債の部については、前連結会計年度末比１億９千２百万円（2.4％）減の79億８千３百万円となっ

た。未成工事受入金が８億４千４百万円増加したが、工事未払金が９億２千６百万円減少した。

純資産の部については、前連結会計年度末比４億２千万円（2.8％）減の146億９千９百万円となっ

た。保有株式等の時価の下落により、その他有価証券評価差額金が３億１千７百万円減少した。
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（3）キャッシュ・フローの分析

営業活動によるキャッシュ・フローは、14億６千１百万円の増加（前年同四半期比17億２千３百万

円の減少）となった。これは主に売上債権の減少及び未成工事受入金の増加によるものである。

投資活動によるキャッシュ・フローは、２億７千９百万円の増加（前年同四半期比３億５千万円の

増加）となった。これは主に投資有価証券の売却による収入によるものである。

財務活動によるキャッシュ・フローは、１億５千２百万円の減少（前年同四半期比９億９千９百万

円の増加）となった。これは主に配当金の支払いによるものである。

この結果、現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末残高は、前連結会計年度末比15億８千

９百万円の増加（前年同四半期比３億２千３百万円の増加）の35億４千万円となった。

　
（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はない。

　
（5）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における研究開発費は４千５百万円である。なお、当第２四半期連結累計

期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年９月20日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年11月２日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 26,927,652 26,927,652
東京証券取引所
(市場第一部）

単元株式数
1,000株

計 26,927,652 26,927,652― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はない。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はない。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はない。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年９月20日 ― 26,927,652 ― 5,000,000 ― 4,499,820

　

EDINET提出書類

株式会社ヤマト(E00138)

四半期報告書

 6/22



　

(6) 【大株主の状況】

　 　 平成24年９月20日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ヤマト社員持株会 群馬県前橋市古市町118番地 1,672 6.21

株式会社群馬銀行 群馬県前橋市元総社町194番地 1,251 4.65

株式会社東和銀行 群馬県前橋市本町２丁目12番６号 1,219 4.53

株式会社三晃空調 大阪府大阪市北区西天満３丁目13番20号 1,000 3.71

みどり共栄会 群馬県前橋市古市町118番地 918 3.41

株式会社北越銀行 新潟県長岡市大手通２丁目２番地14 874 3.25

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞ヶ関３丁目７番３号 751 2.79

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 652 2.42

株式会社横浜銀行
神奈川県横浜市西区みなとみらい３丁目１番
１号

594 2.21

東亜産業株式会社 群馬県高崎市問屋町１丁目３番地７ 549 2.04

計 ― 9,481 35.21

(注) １　上記のほか当社所有の自己株式1,520千株（5.65％）がある。

２　当第２四半期会計期間末現在における日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の信託業務に係る株式数

については、当社として把握することができないため記載していない。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年９月20日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

1,520,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

25,108,000
25,108 ―

単元未満株式 普通株式　299,652 ― ―

発行済株式総数 26,927,652― ―

総株主の議決権 ― 25,108 ―

(注) １ 発行済株式はすべて普通株式である。

２ 「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権３個）含

まれている。

３ 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式が228株含まれている。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年９月20日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式）
株式会社ヤマト

群馬県前橋市古市町
118番地

1,520,000 ― 1,520,0005.64

計 ― 1,520,000 ― 1,520,0005.64

　

２ 【役員の状況】

該当事項はない。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載し

ている。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成24年６月21日

から平成24年９月20日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年３月21日から平成24年９月20日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月20日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月20日)

資産の部

流動資産

現金預金 2,336,486 3,836,022

受取手形・完成工事未収入金 ※２
 10,668,967 8,135,685

有価証券 9,997 －

未成工事支出金等 ※３
 1,123,142

※３
 2,050,077

その他 645,493 583,426

貸倒引当金 △2,234 △8,377

流動資産合計 14,781,852 14,596,834

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 1,694,818 1,645,458

その他（純額） 1,569,795 1,565,323

有形固定資産合計 3,264,613 3,210,781

無形固定資産 107,102 104,737

投資その他の資産

投資有価証券 4,184,091 3,682,756

その他 977,600 1,104,323

貸倒引当金 △20,362 △17,088

投資その他の資産合計 5,141,329 4,769,991

固定資産合計 8,513,045 8,085,510

資産合計 23,294,897 22,682,344

負債の部

流動負債

工事未払金 5,196,506 4,269,623

未払法人税等 79,242 129,565

未成工事受入金 456,064 1,300,603

賞与引当金 283,951 376,758

引当金 61,256 57,679

その他 802,326 566,679

流動負債合計 6,879,346 6,700,908

固定負債

退職給付引当金 1,049,585 1,037,358

役員退職慰労引当金 243,847 241,993

その他 2,368 2,760

固定負債合計 1,295,801 1,282,112

負債合計 8,175,147 7,983,021
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月20日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月20日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,000,000 5,000,000

資本剰余金 4,499,820 4,499,820

利益剰余金 6,247,774 6,146,157

自己株式 △450,511 △451,413

株主資本合計 15,297,083 15,194,564

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △177,333 △495,240

その他の包括利益累計額合計 △177,333 △495,240

純資産合計 15,119,750 14,699,323

負債純資産合計 23,294,897 22,682,344
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年３月21日
　至 平成23年９月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年３月21日
　至 平成24年９月20日)

完成工事高 14,656,169 14,868,790

完成工事原価 14,136,583 14,089,188

完成工事総利益 519,585 779,601

販売費及び一般管理費 ※２
 739,483

※２
 732,383

営業利益又は営業損失（△） △219,898 47,218

営業外収益

受取利息 2,934 2,817

受取配当金 48,483 54,586

受取賃貸料 11,546 10,156

その他 9,452 34,706

営業外収益合計 72,416 102,266

営業外費用

支払利息 10,068 8,612

賃貸費用 6,807 5,942

その他 4,950 2,846

営業外費用合計 21,826 17,402

経常利益又は経常損失（△） △169,308 132,082

特別利益

貸倒引当金戻入額 62,746 －

投資有価証券売却益 39,321 －

特別利益合計 102,068 －

特別損失

投資有価証券評価損 99,200 8,596

特別損失合計 99,200 8,596

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△166,440 123,485

法人税、住民税及び事業税 39,585 119,559

法人税等調整額 △100,807 △46,919

法人税等合計 △61,222 72,640

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△105,218 50,844

四半期純利益又は四半期純損失（△） △105,218 50,844
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年３月21日
　至 平成23年９月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年３月21日
　至 平成24年９月20日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△105,218 50,844

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 41,290 △317,907

その他の包括利益合計 41,290 △317,907

四半期包括利益 △63,927 △267,062

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △63,927 △267,062
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年３月21日
　至 平成23年９月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年３月21日
　至 平成24年９月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△166,440 123,485

減価償却費 94,220 85,712

受取利息及び受取配当金 △51,418 △57,403

支払利息 10,068 8,612

売上債権の増減額（△は増加） 3,966,796 2,533,582

たな卸資産の増減額（△は増加） 747,185 △926,935

仕入債務の増減額（△は減少） △1,653,361 △926,883

未成工事受入金の増減額（△は減少） △27,160 844,538

その他 405,425 △254,259

小計 3,325,316 1,430,450

利息及び配当金の受取額 50,469 56,755

利息の支払額 △9,563 △8,612

法人税等の支払額 △181,491 △16,881

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,184,729 1,461,711

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △40,222 △22,905

投資有価証券の取得による支出 △227,458 △31,245

その他 197,214 333,876

投資活動によるキャッシュ・フロー △70,466 279,725

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,000,000 －

配当金の支払額 △151,257 △151,448

その他 △1,076 △902

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,152,334 △152,350

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,961,928 1,589,085

現金及び現金同等物の期首残高 1,255,101 1,951,236

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 3,217,030

※１
 3,540,322
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【追加情報】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成24年３月21日  至  平成24年９月20日)

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用している。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

 　１ 受取手形裏書譲渡高

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月20日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月20日)

受取手形裏書譲渡高 137,678千円 244,226千円

　

※２ 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が、連結会

計年度末残高に含まれている。

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月20日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月20日)

受取手形 23,705千円 －千円

　

※３  未成工事支出金等の内訳

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月20日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月20日)

未成工事支出金 1,064,910千円 1,992,254千円

材料貯蔵品 58,231千円 57,822千円
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(四半期連結損益計算書関係)

　

　１  売上高の季節的変動

前第２四半期連結累計期間(自  平成23年３月21日  至  平成23年９月20日)及び当第２四半期連結累

計期間(自  平成24年３月21日  至  平成24年９月20日)

当社グループの完成工事高は、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中してい

るため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第４四半期連

結会計期間の完成工事高が著しく多くなるといった季節的変動がある。

　
※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりである。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年３月21日
至  平成23年９月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年３月21日
至  平成24年９月20日)

従業員給料手当 236,467千円 223,738千円

賞与引当金繰入額 42,178千円 45,306千円

退職給付費用 20,772千円 22,020千円

役員退職慰労引当金繰入額 9,103千円 14,615千円

貸倒引当金繰入額 1,382千円 5,841千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係は、次のとおりである。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年３月21日
至  平成23年９月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年３月21日
至  平成24年９月20日)

現金預金勘定 3,550,791千円 3,836,022千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △326,300千円 △295,700千円

証券会社預け金 △7,461千円 －千円

現金及び現金同等物 3,217,030千円 3,540,322千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自  平成23年３月21日  至  平成23年９月20日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月15日
定時株主総会

普通株式 152,494 ６ 平成23年３月20日 平成23年６月16日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はない。

　

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はない。

　

当第２四半期連結累計期間(自  平成24年３月21日  至  平成24年９月20日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月15日
定時株主総会

普通株式 152,462 ６ 平成24年３月20日 平成24年６月18日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はない。

　

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はない。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　前第２四半期連結累計期間(自  平成23年３月21日  至  平成23年９月20日)及び

　当第２四半期連結累計期間(自　平成24年３月21日　至　平成24年９月20日)

当社グループは設備工事業単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略している。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりで

ある。

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年３月21日
至  平成23年９月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年３月21日
至  平成24年９月20日)

１株当たり四半期純利益金額     
又は１株当たり四半期純損失金額（△）

△４円 14銭 ２円 00銭

    (算定上の基礎) 　 　

 四半期純利益金額
 又は四半期純損失金額（△）（千円）

△105,218 50,844

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額
    又は四半期純損失金額（△）(千円)

△105,218 50,844

    普通株式の期中平均株式数（千株) 25,414 25,408

(注） 前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失

であり、また、潜在株式が存在しないため記載していない。

　　　当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため

記載していない。

　
(重要な後発事象)

　該当事項なし。
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２ 【その他】

　該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年11月２日

株式会社　ヤマト

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    筆　野　　　力     印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    宮　一　行　男     印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社ヤマトの平成24年３月21日から平成25年３月20日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成
24年６月21日から平成24年９月20日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年３月21日から平成24年９月
20日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結
包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤマト及び連結子会社の平成24年９
月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ
ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管している。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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